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2025年6⽉19⽇ 
⽂部科学⼤⾂ あべ俊⼦ 殿 
 
 

2026年度概算要求期にあたっての要望書 
 
 

全 国 ⼤ 学 ⾼ 専 教 職 員 組 合 
中央執⾏委員⻑ 笹倉万⾥⼦ 

 
 

貴職におかれましては、⽂部科学⾏政、⾼等教育の充実にご尽⼒されていることに敬意を表
します。2026年度概算要求期に先⽴ち、⼤学をはじめとする⾼等教育研究機関のあるべき姿
を実現するための予算配分および⾼等教育政策に関して、下記のとおり要望いたします。また、
会⾒に先⽴ち、事前にご教⽰いただきたい項⽬について別記いたしますので、ご回答いただき
ますようお願いいたします。 

今年度より⾼校無償化や多⼦世帯の⼤学無償化が実施されるなど、学ぶ者の権利を保障する
流れとなっておりますが、修学⽀援新制度の対象外の学⽣については授業料の値上げが取りざ
たされております。ご承知の通り、現時点において国⽴⼤学の初年度納⼊⾦の標準額は81万
7,800円（うち授業料は53万5,800円）です。これに加え、学⽣個⼈⽤パソコンの取得義務化な
どで数⼗万円が必要となっている⼤学が多くなっています。現状ですでに⼤学進学は学⽣に対
して⼤きな経済的負担を伴うものとなっています。 

運営費交付⾦の減額により国⽴⼤学等は財政難に陥り、その結果、教職員の負担が増え、ま
た優秀な⼈材確保が困難となるなど、教育研究⼒の低下が問題となっております。こうした状
況から脱し、教育研究⼒の向上へと向かうためには、何よりも運営費交付⾦を充実することが
必要と考えております。これまでのような運営費交付⾦の減額や控除と再配分を改め、必要額
を充分に保障した上で、さらに各国⽴⼤学等の意欲的な取り組みを⽀援するようお願いいたし
ます。 

私どもでは、昨年来、各国政政党や⽂教関係の国会議員へ要請を⾏い、運営費交付⾦の増額
を含む⾼等教育予算の充実を要望して参りました。⾼等教育の発展にむけて関係者が協⼒して
いくことが重要と考えており、貴職におかれましても、引き続き、特段のご尽⼒をお願いいた
します。 
 

記 
 
１．国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦の算定⽅法を抜本的に⾒直すこと 

１−１．これまでの運営費交付⾦の決定⽅式と運⽤では、昨今の物価上昇・⼈件費上昇の局
⾯に対応できません。⽇本の研究⼒向上のためには、研究者の増員、ないし少なくとも減
少を⾷い⽌めるための⼈件費相当額が必要です。また、国⽴⼤学の法⼈化によって必要と
なった諸経費分が担保されておりません。⾼度化する⾼等教育と研究の国際⽔準と肩を並
べるための第⼀歩として、来年度、まずは、国⽴⼤学法⼈化当時の予算額である1兆2800
億円を措置したうえで、その後も⾼度化とインフレなどの社会情勢に対応できる予算額を
確保することを要望いたします。 

「国⽴⼤学法⼈等の機能強化に向けた検討会」の「国⽴⼤学法⼈等の機能強化に向けて
の論点整理」（令和７年１⽉１５⽇）では、「令和10年度から始まる第５期に向けた運営
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費交付⾦の配分の在り⽅を検討していくことが必要」とされております。また、「経済財
政運営と改⾰の基本⽅針2025」（令和７年6⽉13⽇）では、「物価上昇等も踏まえつつ運
営費交付⾦や私学助成等の基盤的経費を確保する」とされております。現下の状況をふま
え、2026年度の概算要求の時点で、適切な予算措置を求められるよう、要望いたします。 

 
１−２．現状では、運営費交付⾦の「成果を中⼼とする実績状況に基づく配分（いわゆる共

通指標部分）」は、運営費交付⾦の⼀部が評価によって傾斜配分されています。これを改
め、基本的な教育研究に必要な予算額を保障したうえで、さらに意欲ある⼤学を⽀援する
制度設計に改善することを要望いたします。 

 
１−３．「共通指標部分」では、国⽴⼤学の教育研究の改善とは関係しない項⽬（⼈事給与

や会計など⼤学のマネジメント関係の指標）が評価指標となっております。当⾯、評価配
分を継続するとした場合であっても、⽇本の⾼等教育研究の発展という⽬的に対して合理
的な評価項⽬とされることを要望いたします。 

 
１−４．⾼等教育を受けることは、国際⼈権規約（A規約）で基本的⼈権として認められた

権利です。にもかかわらず昨今、⽇本では国⽴⼤学の学費値上げが取りざたされておりま
す。国⽴⼤学学費のさらなる値上げは、国際⼈権規約（A規約）第13条2（b）（c）の定
め（⾼等教育の漸進的無償化）に逆⾏するものです。「国家には⾼等教育を受ける権利を
保障する義務がある」という原点に⽴ち返り、私⽴⼤学も含めた⼤学学費の完全無償化
（就学期間の⽣活費の保障を含む）にむけて努⼒を⾏うべきと考えます。 

2004年の法⼈化以降、運営費交付⾦は減少する⼀⽅で経費は増⼤しており、国⽴⼤学の
財政は逼迫しています。その結果、学費の増額という形で学⽣に負担を転嫁する動きまで
あります。私どもは、⾼等教育を提供するに必要な経費は、学⽣に転嫁するのでなく、あ
くまで運営費交付⾦の増額によって賄うべきと考えます。貴省におかれましても、「⾼等
教育を受けることは基本的⼈権」という原点に⽴ち返ったご対応をお願いいたします。 

なお、私どもが最も危惧するのは、授業料の値上げが⼀巡した後に、現在省令で定めら
れている国⽴⼤学の授業標準額が撤廃されて原則⾃由化が実施され、それに合わせて運営
費交付⾦が⼤幅に減額されることです。貴省におかれましては、そうした事態が現実のも
のとならないように最⼤限の努⼒を⾏われますことをお願いいたします。 

 
 
２．学⽣⽀援 

今年度から「多⼦世帯の⼤学無償化」が実施されておりますが、それに合わせて修学⽀援新
制度の継続条件の厳格化（現状で「出席率・修得単位数5割で廃⽌」となっているのを「6割
以下で廃⽌」、「修得単位数5割以下で警告」を「7割以下で警告」とするなど）を定めた省
令改正が⾏われ、⽀援を受ける学⽣への過度なプレッシャーともなりかねない流れとなってお
ります。国⺠の権利保障であるという⺠主主義国家の⼤原則に即した施策が必要であると考え
ます。 

貴省におかれましても基本的な考えを私どもと共有されていることと拝察します。引き続き、
学⽣の学ぶ権利を保障するための施策の実現へ、ご尽⼒をお願いいたします。 
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３．国⽴⾼等専⾨学校運営費交付⾦の算定⽅法を抜本的に⾒直すこと 
３−１．貴省のご尽⼒により第5期中期⽬標・計画期間において、(独法)国⽴⾼専機構への運

営費交付⾦に対する効率化係数が緩和されたことに感謝申し上げます。しかしながら効率
化係数は撤廃されたわけではなく、運営費交付⾦減は続いています。更にこれまでの運営
費交付⾦削減により、学⽣の教学環境や教職員の⼈材確保に⼤きな影響が⽣じています。
このままの状態が続けば、国⽴⾼専における教育研究の質の維持は困難となることは明ら
かです。国⽴⾼専における教育研究は、国内での新⾼専の設⽴・海外での⾼専制度導⼊に
⾒られるように内外から⾼い評価を得ており、その質の維持はもちろん、更なる充実を図
る必要があります。そのために効率化係数を廃⽌し、運営費交付⾦の増額へ舵をきること
を強く求めます。 

まずは来年度、法⼈化当時の予算額に戻して措置したうえで、その後も⾼度化とインフ
レなどの社会情勢に対応できる予算額を確保することを要望いたします。 

 
３−２．部活動の地域移⾏を推進する仕組みを構築し、それを早急に実現するための予算措

置と、外部指導⼈材をみつけられる仕組みの構築を要望します。予算措置に際しては、地
域移⾏された部活動を担う者に対する賃⾦⽔準について、同業⺠間の⽔準を踏まえること
を要望いたします。私どもとしては何より地域移⾏を望んでいますが、それがなされるま
での間は、相変わらず教員が部活指導を担っているのが現状です。にもかかわらず⾼専に
おいては、就業時間外に部活に伴う勤務が発⽣している⼀⽅で、適切に時間外⼿当が⽀払
われていない事業所が存在します。残念ながら⾼専機構の予算だては部活動の存在を前提
にしたものになっていません。部活動の存在を前提とする予算だてが可能となるよう、運
営費交付⾦の充実を求めます。 

 
３−３．寮宿⽇直業務の外部委託化を推進する仕組みを構築し、それを早急に実現するため

の予算を措置することを要望します。予算措置に際しては、寮宿⽇直の委託を受ける者に
対する賃⾦⽔準について、同業⺠間の⽔準を踏まえることを要望いたします。私どもとし
ては何より完全な外部委託化を望んでいますが、それがなされるまでの間は、相変わらず
教員が宿⽇直を担っているのが現状です。にもかかわらず宿直においては、教員が⺠間⽔
準に遠く及ばない⼿当でもってそれを⾏い、しかも宿直が終わった後は休暇もインターバ
ルもなく直ちに勤務に⼊り、実に32時間連続勤務を強いられているという旧態依然とし
た状況です。⽇直に際しても休⽇出勤と⾔う実態に全く⾒合わない⼿当しか⽀払われてい
ません。⺠間⽔準に⾒合う宿⽇直の⼿当の⽀払いと、教員の労働時間インターバル確保に
向け完全外部委託化が実現するよう、運営費交付⾦の充実を求めます。 

 
 
４．公⽴⼤学の運営費交付⾦の算定⽅法を抜本的に⾒直すこと 

地⽅交付税における公⽴⼤学に係る基準財政需要額の算定⽅法においては、物価⾼等を適切
に反映して単位費⽤および補正係数を上⽅修正すること、また、総体として公⽴⼤学に係る予
算の増額を総務省に働きかけることを要望いたします。 
 
 
５．⼤学共同利⽤機関運営費交付⾦の算定⽅法を抜本的に⾒直すこと 

⼤学共同利⽤機関運営費交付⾦の基盤的経費の削減が続く結果、施設や保管資料の保全・維
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持管理や⼈材の確保などに困難をきたしています。既存施設や資料を継続的に利⽤者に提供す
ることは⼤学共同利⽤機関法⼈として重要な責務の⼀つでありますが、安定的な基盤的経費な
しに持続的な研究活動は困難です。また、⼈件費に占める競争的経費の増加によって、研究
者・技術者の雇⽤を不安定にした結果、⼈材の流出のみならず、安定的な⼈員の確保にも困難
をきたしています。さらに、最近の円安と海外のインフレ傾向の影響を受けた結果、国際的な
研究活動を継続することが困難な状況となっています。⼤学共同利⽤機関運営費交付⾦の基盤
的経費の増額を要望いたします。 
 
 
６．引き続き、研究者の安定的ポストの増加と教育研究条件の改善を⾏うこと 

６−１．これまでの研究者の雇⽤対策の対象は若⼿が中⼼であり、また雇⽤期限付きのポス
トの増加という形で⾏われてきました。これを改め、すでに何度も有期労働契約を繰り返
した中間年齢層・⾼年齢層も含めたすべての研究者を対象とし、安定した雇⽤の増加を⽬
標とする政策に転換することを要望いたします。 

 
６−２．これまでの研究者の雇⽤対策は、⼤学でのポスト増を中⼼とするものでしたが、近

年、博⼠号取得者を採⽤した企業への優遇税制などの制度や、「博⼠⼈材活躍プラン〜博
⼠をとろう」といった施策が実施されております。博⼠の企業採⽤を増やし、博⼠課程進
学のインセンティブを⾼めるという取り組みの⽅向の妥当性については認識を共有すると
ころです。引き続き、博⼠号取得者の⺠間企業への就職⽀援のための措置を充実させるこ
とを要望いたします。 

 
６−３．これまで、「貴法⼈における無期転換ルールの円滑な運⽤について（依頼）」等の

通知を出されるなど、研究者雇⽌め問題への貴省の取組に敬意を表します。これまでの全
⼤教と貴省との会⾒におきまして、継続的に良質な調査が必要との認識をお⽰しいただい
ております。引き続き、有期労働契約の研究者の無期雇⽤への転換に向けた取組を要望い
たします。 

 
６−４．教員が教育研究に専念できるように、教職員の増員を含めた労働環境の改善を進め

ていただくことを要望いたします。 
 
 
７．地⽅⼤学の振興のための予算について 

「地域中核・特⾊ある研究⼤学総合振興パッケージ」が運⽤されています。これに採択され
た⼤学の多くは、地⽅⼤学の中でも⼤規模校であり、採択された内容もいわゆる「役に⽴つ科
学技術」といったものが中⼼となっております。⽇本が「⽂化⽴国」をめざすのであれば、次
の⼀⼿として、⼈⽂社会科学の振興に配慮した施策を⽴案、実施していただけるように要望い
たします。 

また、地⽅⼤学の振興は、「国⺠が地元で教育を受けられる権利を保障する」「⽇本の⼤学
全体の多様な研究の底上げ」というスタンスで⾏っていただくよう要望いたします。 
 
 
８．定年年齢の引き上げの着実な実施にむけて必要な予算措置を⾏うこと 
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多くの国⽴⼤学等で定年年齢の引き上げにむけた検討が⾏われております。しかし、そのた
めの財政措置がなされていないことから、給与⽔準を抑制した独⾃制度とする⼤学や、現時点
での引き上げを⾒送る⼤学もあります。また、国家公務員の制度に準拠した場合、職務が同様
であるにもかかわらず給料が7割となるなど、⼤きな課題を残したものとなっています。各⼤
学等において、定年年齢の引き上げの確実な実施と中堅・若⼿層の昇任機会や新規採⽤の確保
ができるよう必要な予算措置を要望いたします。 
 
 
９．引き続き、施設整備費を増額し施設整備の充実を図ること 

施設及び設備の⽼朽化が進み、教育研究に⽀障が⽣じています。また、災害が⽣じた場合の
施設の復旧に係る経費も⼗分に措置されているとは⾔えない状況にあります。昨年度の補正予
算にて設備の整備に関わる予算が措置されたことは歓迎しますが、⽇本の研究⼒向上のために
は、⼤学では常に最新の設備への更新が求められております。各⼤学等の施設整備費および災
害時の緊急的な復旧に対応するための予算の充実を要望いたします。 
 
１０．⼤学⾃治を尊重した⾃律的・⾃主的な⼤学運営の確保 

１０−１．現状の国⽴⼤学法⼈法の規定では、この間に監事の権限強化を⽬的とした改正が
されたものの、国⽴⼤学の組織形態は、教職員の充分な議論をふまえた牽制機能を⽋いた
まま学⻑に権限を集中させるという、いささか特異なものとなっております。公⽴⼤学に
おいても同様の状況となっております。私どもとしては、⽇本私⽴⼤学教職員組合連合や
全国公⽴⼤学教職員組合連合会と連名で「学校教育法改正提案」を⾏い、学⻑と理事会と
教授会との「三権分⽴」的な制度設計を提案しました。そうした提案を参考にしていただ
き、今後の⼤学の発展に真に資する制度設計が実現するようご尽⼒いただくことを要望い
たします。 

 
１０−２．国⽴⼤学法⼈法改正により、⼤学ファンドによる⽀援を受ける国際卓越研究⼤学

のみならず、⼀定規模以上の⼤学については「運営⽅針会議」を置くこととなりました。
対象となる⼤学ではすでに会議メンバーが決定され、公表されています。それを⾒たとこ
ろ、予想通り、経済界の関係者が学外構成員の⼤半を占めております。こうした⼈選につ
き、当該⼤学から⽂科省に事前の相談などがあったのではないかと想像します。企業の代
表取締役等の重責にある⼈たちが、畑違いの⼤学運営に貢献する時間的余裕があるのか、
適性があるのかについて疑問を感じます。もちろん、学外からの意⾒を取り⼊れることの
重要性は理解しますが、学外者に最⾼決定権限を与える制度設計には無理があり、学外者
は参考意⾒を述べる程度の役割に限定すべきと考えます。制度設計の⾒直しを要望いたし
ます。 

 
１０―３．国際卓越研究⼤学の第⼆期公募が締め切られ、段階的審査が開始されました。こ

の公募にあたって、応募しようとする⼤学が策定中の⽬標・戦略の⽅向性が似通っている
ように⾒えます。国際卓越研究⼤学は、それぞれの⼤学がもつ固有の歴史や学⾵に応じた
独⾃の⽅法による卓越性の発揮が実現されてこそ、事業全体の⽬的が達成されるものと考
えられます。もしも計画の類似性が、⽂部科学省の助⾔や⽰唆に起因しているのであれ
ば、⼤学とのコミュニケーションの考え⽅、⽅法を⾒直すべきです。 
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１０−４．奈良教育⼤学附属⼩学校での「不適切な教育」報道に端を発し、多くの児童が傷

つき、保護者は不信や不安感が募り、そして複数の現場教員が望まない出向処分を受けま
した。その対応にあたっては、設置者である⼤学が責任を持って現場への⼗分な配慮を⾏
わなければならないと考えます。教員や保護者とも⼗分に議論を重ね、児童にとってより
良い教育環境を取り戻せるよう要望いたします。 

各附属学校はこれまでに、各国⽴⼤学法⼈の⾃治のもと、⻑い年⽉をかけて地域に根差
し、先導的な役割を果たす特⾊ある学校が作り上げられてきました。児童⽣徒たちにとっ
ての学びの保障とより良い⼼⾝の発達が進むためには何が真理なのか、それが現場の教員
⾃治のもとでなされるよう、⾃律的、⾃主的な学校運営環境の保障を要望いたします。 

 
 
１１．運営費交付⾦の増額へ向けた、諸団体との連携と社会へのアピール 

⽇本学術会議や国⽴⼤学協会をはじめとする⾼等教育・学術関連諸団体と連携し、運営費交
付⾦の基盤的経費の削減による⼤学等の厳しい現状と、その⼗分かつ安定的な措置の重要性に
ついて、引き続き積極的にアピールすることを要望いたします。 

とくに、現今のインフレ傾向と社会的にも必要な賃上げの傾向の中でも、国⽴⼤学法⼈が社
会からの付託に応え続けることができるよう、運営費交付⾦の抜本的な⾒直しにむけた機運醸
成に努⼒されることを要望いたします。 
 
 
【別記】事前に⽂書回答をいただきたい事項 
 
1． 研究者・教員等の無期転換ルールに関して、令和7年4⽉以降の各⼤学等における対応状況

についてご説明をお願いいたします。 
 
2． 「国⽴⼤学法⼈等の機能強化に向けた検討会」の「国⽴⼤学法⼈等の機能強化に向けての

論点整理」（令和７年１⽉１５⽇）では、「令和10年度から始まる第５期に向けた運営費
交付⾦の配分の在り⽅を検討していくことが必要」とされております。具体的にどのよう
な「在り⽅」が念頭に置かれているのか、あるいは少なくともどのような⽅向性で検討す
ることが考えられているのか、ご教⽰いただければ幸いです。 

 
 


